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Ⅰ．緒言
　近年，がん患者に対して集学的治療が行われ，その治
療成績は向上しており，我が国の全がんにおける 5 年相
対生存率は60％を超えている1）．もはやがんは不治の病
ではなく，慢性疾患として位置づけられ，がんと共にど
のように生きていくのかを考える時代となっている．
　がん患者に対する化学療法や放射線療法は，がん細胞
のみならず正常細胞にまで影響を及ぼし，再生能力の低
い卵巣に不可逆的なダメージを与える2）．40歳以下の乳
がん患者を対象に行われたアメリカでの調査3）では，
68％が治療開始前に医師と妊孕性について話し合い，
26％が治療選択に妊孕性の問題が影響したと報告してい
る．我が国でも思春期・若年（AYA）世代のがん医療の
包括的実態調査4）において，治療中のAYA世代がん患者
の35％，AYA世代発症のがんサバイバーの44％が「不
妊治療や生殖に関する問題」についての悩みを抱えてい
ることが明らかとなっている．若年がん患者における治
療に伴う妊孕性の問題は，治療開始前だけではなく治療
中，治療後という長期にわたりQOLに重大な影響をもた
らす5-7）．

　若年がん患者のQOLを保持することを目的として，
化学療法や放射線治療前に卵子や卵巣を体外に摘出して
凍結保存する方法が注目されており，妊孕性温存療法と
総称されている2）．アメリカ臨床腫瘍学会のガイドライ
ン8）では，医療者は治療開始前，できるだけ早期に不妊
の可能性について患者と話し合い，妊孕性温存に関心を
示す患者には生殖医療の専門家を紹介すべきであるとし
ている．我が国では2013年に日本生殖医学会倫理委員会
から「未受精卵子および卵巣組織の凍結・保存に関する
ガイドライン」9）が出され，悪性腫瘍の治療など，医学
的介入による性腺機能の低下をきたす可能性を懸念する
場合を「医学的適応」とし，がん患者に対して丁寧で十
分な説明と配慮が必要であるとした．また，2017年には
日本癌治療学会から「小児，思春期・若年がん患者の妊
孕性温存に関する診療ガイドライン」（以下，ガイドラ
イン）10）が出され，がん治療を最優先し，その治療を
遅れることなく遂行する一方で，がん治療による妊孕性
喪失のリスクに関する情報提供，生殖専門医への紹介に
より妊孕性温存の情報提供を行い，患者の意思決定を支
援することが推奨されている．
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要　旨
目的：がん治療に伴う妊孕性の問題は若年がん患者のQOLに重大な影響をもたらす．本研究は，看護師の
がん患者の妊孕性に対する知識と関心，経験，およびそれらと看護師の背景因子との関連について明らか
にすることを目的とした．
方法：Ａ県内 3 施設に勤務する女性看護師を対象に，自記式質問紙を作成し，調査を実施した．対象者の
属性と妊孕性に関する知識，関心，経験の有無についてはχ2 検定および Fisher の正確確率検定を行った．
結果：155名を分析対象とした．妊孕性という言葉を知っていたのは65名（41.9％）であった．がんの治療
による妊娠・出産への影響を知っていたのは147名（94.8％）であり，119名（76.8％）はがん患者の妊孕性
に関心があると回答した．また，対象者のほとんどは妊孕性に関する知識が必要と回答した．妊孕性に関
する問題を抱えた患者と関わった経験があるのは27名（17.4％）であった．年代が高いほど知識があった
が，婚姻状況や子供の有無では知識や関心の差はみられなかった．
結論：対象者はがん患者の妊孕性に関心を持ち，知識の必要性を感じているが，妊孕性温存療法やガイド
ラインなどの知識は十分ではなかった．患者の妊孕性に関する意思決定を支援するために，看護基礎教育
や継続教育における妊孕性に関する教育の必要性が示唆された．
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　若年がんサバイバーは性的機能や妊孕性，妊孕性温存
についての情報ニーズを持っており11-13），特に子供のい
ない患者や出産を希望する患者ではそのニーズが高い14）．
しかし，いまだ多くのがん患者は，治療が妊孕性に及ぼ
す影響や妊孕性温存に関して十分な情報を与えられてい
ない15-17）．これまでの研究において，看護師を含めた医
療者のほとんどは妊孕性や妊孕性温存について，がん患
者やそのパートナーと話し合うことが非常に重要である
と認識しているにもかかわらず，積極的に患者と話し合
えているのは半数以下であった18-21）．患者とのコミュニ
ケーションにおいて，妊孕性に関する知識や妊孕性温存
に関するガイドライン情報の欠如22-24），患者教育のため
の資料がないこと23），生殖医療専門家との連携ができて
いないこと23,25）など多様な要因がその障壁となっている．
若年がん患者は，がんの診断とともに治療による妊孕性
喪失の可能性にも直面しており，2 重の心理的危機に対
峙することとなる26）．そのような状況の中で看護師が妊
孕性の話題を取り上げる難しさがあり，背景には妊孕性
ケアに対する知識や経験不足があることが明らかとなっ
ている27）．さらに，性に関する質問や相談を受けたり，
妊孕性温存療法について患者と話した経験は看護師の年
代によって差があることが明らかにされている28）．
　2020年 6 月現在，日本産科婦人科学会に登録されてい
る医学的適応による妊孕性温存実施施設は130施設で29），
都市部で多く地方では限られており，がん・生殖医療の
地域格差がみられている30）．看護師が積極的にがん患者
の妊孕性に対して支援を行う必要性があるにもかかわら
ず，医療体制ですらまだ整備されておらず，妊孕性につ
いての看護師の知識も十分ではないことが考えられる．
そこで，本研究ではＡ県内の看護師を対象に，がん患者
の妊孕性に対する知識や関心，経験，およびそれらと看
護師の背景因子との関連を明らかにすることを目的とし
た．本研究により，がん治療に伴う妊孕性の問題を抱え
る患者や家族をケアする看護師への教育方法を構築する
ための一助となると考える．

Ⅱ．用語の定義
　本研究におけるがん患者の妊孕性とは，がん薬物療法
や放射線療法を受ける閉経前の若年女性がん患者におけ
る妊娠するための力と定義する．

Ⅲ．研究方法
 1 ．研究対象者
　対象は，Ａ県内 3 病院（地域がん診療連携拠点病院 2  
病院およびＡ県指定がん診療連携推進病院）のがん薬物
療法や放射線療法を受ける閉経前の若年女性がん患者に
接することが多いと考えられる血液内科，乳腺外科，外
来化学療法室などに勤務する女性看護師192名とした．
本研究における妊孕性は，がん治療における女性患者の
妊孕性としており，女性看護師と男性看護師では意識や

態度に相違がみられると考え，対象を女性看護師に限定
した．
 2 ．調査項目
　がん患者の妊孕性に関する看護師の意識について調査
するために，文献2,28）を参考に自記式質問紙を作成した．
調査項目は以下の通りである．
 1 ）対象者の属性：年齢，看護師経験年数，婚姻状況，
子供の有無

 2 ）妊孕性に関する知識：「妊孕性という言葉」「がん治
療による妊孕性への影響」「がん治療前の妊孕性温存
療法」「妊孕性温存療法の種類」「ガイドライン」につ
いて知っているか，それぞれ「はい」「いいえ」の二
者択一で調査した．

 3 ）妊孕性への関心：「がん患者の妊孕性に対する関心
はあるか」「看護師における妊孕性に関する知識は必
要だと思うか」「がん患者への妊孕性に関する情報提
供は必要だと思うか」の項目は，それぞれ「はい」
「いいえ」の二者択一で調査し，知識の必要性につい
てはその選択理由を自由記述欄に回答してもらった．

 4 ）妊孕性に関する経験：「妊孕性に関する問題を抱え
たがん患者と関わった経験」「妊孕性に関するがん患
者への支援」については，その経験の有無を二者択一
で調査した．

 3 ．データ収集方法
　各病院の看護部長に研究協力の許可を得た上で，各部
署の看護師長から対象者に質問紙を配布してもらった．
その際，研究協力願と質問紙および返信用封筒を配布し，
同意が得られた対象者にのみ回答してもらい，各部署に
設置した回収袋にて質問紙を回収した．質問紙および返
信用封筒は無記名とし，質問紙の提出の有無がわからな
いようにした．データ収集期間は2018年 8 月～ 10月で
あった．
 4 ．分析方法
　まず，記述統計を行い，対象者の属性と妊孕性に関す
る知識，関心，経験の有無についてはχ2 検定および
Fisher の正確確率検定を行った．統計ソフトは SPSS 

Statistics Version 27 を使用し，有意水準を 5 ％未満とし
た．また，看護師に妊孕性に関する知識が必要な理由に
ついての自由記述データは内容の共通性を分析し，カテ
ゴリー化した．分析の過程で，複数の研究者間でデータ
の解釈が一致するまで吟味し，分析の妥当性を確保した．
 5 ．倫理的配慮
　本研究は，長崎大学大学院医歯薬学総合研究科保健学
系倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号
18071206）．対象者に研究の目的，方法，調査への参加
は自由意思によるものであり，研究に協力しないことに
より不利益は生じないこと，研究結果は本研究のみに使
用し，プライバシーの保護に配慮することを文書で説明
した．
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Ⅳ．結果
 1 ．対象者の概要（表 1 ）
　女性看護師156名から回答得た（回収率81.3％）．質問
紙未記入により 1 名を除外し，155名を分析対象とした．
対象者の年齢は，20歳代43名（27.7％），30歳代65名
（41.9％），40歳代30名（19.4％），50歳以上17名（11.0％）
であった．対象者の看護師経験年数は，平均13.0年であり，
5 年未満31名（20.0％），5 年以上10年未満33名（21.3％），
10年以上15年未満29名（18.7％），15年以上20年未満29
名（18.7％），20年以上25年未満11名（7.0％），25年以上
22名（14.2％）であった．既婚者は69名（44.5％），子
供がいる者は62名（40.0％）であった．

 2 ．妊孕性に関する知識
　妊孕性という言葉について知っていたのは65名
（41.9％），であり，がんの治療によって患者の妊娠・出
産に影響がある可能性があることについて知っていたの
は147名（94.8％）であった．がん治療前の妊孕性温存
療法については69名（44.5％）が知っていると回答し，

具体的な妊孕性温存療法として知っているものは胚（受
精卵）凍結61名（88.4％），卵子（未受精卵）凍結65名
（94.2％），卵巣組織凍結21名（30.4％）であった．日本
癌治療学会からガイドラインが出されたことについて
知っていたのはわずか12名（7.7％）であった．
 3 ．妊孕性への関心
　がん患者の妊孕性に対して関心があると回答したのは
119名（76.8％）であった．がん患者に接する看護師の
妊孕性に関する知識の必要性ついて，150名（96.8％）
が必要であると回答した．その理由として，表 2 に示す
とおり「患者への説明や相談に対応する」「がんになっ
ても妊娠出産の可能性を見出すことで患者の生きる希望
を支える」「女性として妊娠・出産を希望する思いを支
える」「患者が妊孕性について知り，意思決定していく
ことを支える」「医療者の連携の必要性がある」「妊孕性
の問題をもつ患者の増加に備える」の 6 つのカテゴリー
を抽出した．また，がん患者への妊孕性温存療法の情報
提供は146名（94.2％）が必要であると回答した．
 4 ．妊孕性に関する経験
　妊孕性に関する問題を抱えたがん患者と関わった経験
があったのは27名（17.4％）であった．そのうち，がん
患者から相談を受けたことがあるのは 7 名（25.9％），
患者に挙児希望があるか確認を行ったのは14名（51.9 
％）であった．また，対象者の働く施設における若年が
ん患者に対する妊孕性や妊孕性温存に関する情報提供に
ついて，「している」16名（10.3％），「していない」30
名（19.4％），「わからない」87名（56.1％），「無回答」
22名（14.2％）であった．
 5 ．妊孕性に対する知識・関心・経験に関連する要因
 1 ）年齢（表 3 ）と経験年数（表 4 ）
　妊孕性に対する知識・関心・経験の有無について，年
齢および経験年数で比較した．

表１．対象者の概要

表２．看護師に妊孕性に関する知識が必要な理由

n=155　単位：人（％）
年齢 20歳代 43（27.7）

30歳代 65（41.9）
40歳代 30（19.4）
50歳以上 17（11.0）

経験年数  5 年未満 31（20.0）
 5 年以上10年未満 33（21.3）
10年以上15年未満 29（18.7）
15年以上20年未満 29（18.7）
20年以上25年未満 11（ 7.1）
25年以上 22（14.2）

婚姻 既婚 69（44.5）
子供 あり 62（40.0）

カテゴリー サブカテゴリー

患者への説明や相談に対応する

患者に相談された時に情報提供するため
知識がないと患者への説明ができない
医師からの情報だけでなくプラスアルファの情報も必要である
若年者へのがんの告知は対応が難しいので専門的知識が必要

がんになっても妊娠出産の可能
性を見出すことで患者の生きる
希望を支える

情報提供することで患者の可能性を見出せる
人生を充実させていくために子供が産める可能性があることは喜びになる
患者が希望をもって生きることを支えたい

女性として妊娠・出産を希望す
る思いを支える

がん患者であっても妊娠・出産を経験することが自然の流れであってほしい
女性として妊娠・出産を希望するのは当然である

患者が妊孕性について知り、意
思決定していくことを支える

妊孕性について知ることは患者の権利である
生きていくうえで自分のことを自分で決めていくための情報が必要である

医療者の連携の必要性がある
身近な看護師が知っていることで専門機関や医師につなげやすい
医師の説明に納得しているか、受け止め方の相違がないか確認する必要がある
若い患者の化学療法を行うにあたり、医療者間で検討が必要

妊孕性の問題をもつ患者の増加
に備える 今後患者数が増えるため
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　妊孕性という言葉の認知については，20歳代12名
（27.9％），30歳代21名（32.2％），40歳代17名（56.7％），
50歳以上15名（88.2％）であり，年齢が高い群のほうが
妊孕性という言葉を知っていた（p＜0.001）．妊孕性温
存療法については20歳代17名（39.5％），30歳代23名
（35.4％），40歳代19名（63.3％），50歳以上10名（58.8％）
が知っており，有意差がみられた（p＝0.040）．がん治
療による妊娠・出産への影響（p=0.036），ガイドライン
（p＝0.011），生殖専門医とがん治療医の連携の必要性
（p＝0.023）に関する知識でもそれぞれ有意差がみられた．
　妊孕性に対する関心は20歳代31名（72.1％），30歳代
50名（76.9％），40歳24名（80.0％）50代以上14名（87.5 
％）であり，有意な差はみられなかった（p=0.628）．また，
妊孕性に関する知識の必要性は20歳代39名（92.9％），
30歳代65名（100％），40歳代29名（96.7％），50歳以上
17名（100％）であり，いずれの年代も90％以上であり，
有意差がみられなかった（p=0.110）．

　妊孕性の問題を抱える患者と関わった経験は20歳代 5  
名（11.6％），30歳代10名（15.6％），40歳 8 名（28.6％）
50代以上 4 名（26.7％）で，有意な差はみられなかった
（p=0.230）．
　経験年数では，妊孕性という言葉の認知について，
5 年未満 8 名（25.8％），5 年以上10年未満12名（36.4％），
10年以上15年未満10名（34.5％），15年以上20年未満12
名（41.4％），20年以上25年未満 5 名（45.5％），25年以
上18名（81.8％）であり，有意差がみられた（p＝
0.002）．また，ガイドラインに関する知識（p＝0.021）
でも有意差がみられたが，がん治療による妊娠・出産へ
の影響（p=0.077）や生殖専門医とがん治療医の連携の
必要性（p＝0.133）に関する知識に関しては有意差がみ
られなかった．
　妊孕性に関する関心（p＝0.872）や妊孕性の問題を抱
える患者と関わった経験（p＝0.227）も経験年数による
有意な差はみられなかった．

表３．年齢での妊孕性に対する知識・関心・経験の比較

表４．経験年数での妊孕性に対する知識・関心・経験の比較
単位：人（％）

5 年未満  5 年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上
25年未満 25年以上 p値

n=31 n=33 n=29 n=29 n=11 n=22
妊孕性という言葉を知っている 8（ 25.8） 12（ 36.4） 10（ 34.5） 12（ 41.4） 5（ 45.5） 18（ 81.8） 0.002**
がん治療による妊娠・出産への
影響を知っている 26（ 83.9） 31（ 93.9） 29（100.0） 28（ 96.6） 11（100.0） 22（100.0） 0.077

妊孕性温存療法について知って
いる 10（ 32.3） 13（ 39.4） 10（ 34.5） 16（ 55.2） 7（ 63.6） 13（ 59.1） 0.142

ガイドラインについて知って
いる 0（  0.0） 2（  6.3） 2（  7.7） 1（  3.4） 3（ 27.3） 4（ 19.0） 0.021*

生殖専門医とがん治療医の連携
が必要であることを知っている 9（ 30.0） 10（ 31.3） 6（ 23.1） 12（ 41.4） 7（ 63.6） 11（ 50.0） 0.133

がん患者の妊孕性に関心がある 24（ 77.4） 24（ 72.2） 21（ 72.4） 23（ 79.3） 9（ 81.8） 18（ 85.7） 0.872
妊孕性に関する知識の必要性が
ある 28（ 93.3） 32（ 97.0） 29（100.0） 28（ 96.6） 11（100.0） 22（100.0） 0.795

妊孕性の問題を抱える患者と
関わった経験がある 2（  6.5） 5（ 15.2） 4（ 14.3） 8（ 27.6） 3（ 30.0） 5（ 26.3） 0.227

*p<0.05, **p<0.01

単位：人（％）
全体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳以上 p値

n=155 n=43 n=65 n=30 n=17
妊孕性という言葉を知っている 65（  41.9） 12（ 27.9） 21（ 32.3） 17（ 56.7） 15（ 88.2） 0.000***
がん治療による妊娠・出産への
影響を知っている 147（ 94.8） 37（ 86.0） 64（ 98.5） 29（ 96.7） 17（100.0） 0.036*

妊孕性温存療法について知って
いる 69（ 44.5） 17（ 39.5） 23（ 35.4） 19（ 63.3） 10（ 58.8） 0.040*

ガイドラインについて知って
いる 12（  7.7） 0（  0.0） 5（  8.1） 3（ 10.3） 4（ 25.0） 0.011*

生殖専門医とがん治療医の連携
が必要であることを知っている 55（ 35.5） 12（ 28.6） 18（ 29.0） 17（ 58.6） 8（ 47.1） 0.023*

がん患者の妊孕性に関心がある 119（ 76.8） 31（ 72.1） 50（ 76.9） 24（ 80.0） 14（ 87.5） 0.628
妊孕性に関する知識の必要性が
ある 150（ 96.8） 39（ 92.9） 65（100.0） 29（ 96.7） 17（100.0） 0.110

妊孕性の問題を抱える患者と
関わった経験がある 27（ 17.4） 5（ 11.6） 10（ 15.6） 8（ 28.6） 4（ 26.7） 0.230

*p<0.05, ***p<0.001
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 2 ）婚姻状況（表 5 ）と子供の有無（表 6 ）
　妊孕性に対する知識・関心・経験の有無について，婚
姻状況及び子供の有無ではいずれの項目も有意な差はみ
られなかった．

Ⅴ．考察
　妊孕性という言葉を知っていたのは約 4 割だったが，
 9 割以上の対象者ががん治療による妊孕性への影響があ
ることを知っていた．対象者は普段からがん患者と接し
ており，がん薬物療法や放射線療法で生じる有害事象に
ついては熟知していると考えられる．しかし，妊孕性温
存療法については約 4 割，ガイドラインについては
約 1 割しか知識を持たず，妊孕性の問題を抱える患者と
関わった経験がある対象者は 2 割にも満たなかった．
2014年に調査された森ら28）の研究でも，半数以上の看
護師が妊孕性温存療法に関する知識を持たないことや，
約 8 割の看護師ががん患者から妊孕性温存療法の相談や
質問を受けた経験がないことが明らかとなっており，本
研究と同様の結果であった．
　日本全体で 1 年間にがんと診断される患者数は約97万
例であるが1），そのうちAYA世代のがん患者は15 ～ 19
歳で約900例，20歳代で約4,200例，30歳代で約16,300例

であり31），若年がん患者と接する機会は限られ，実際に
がん治療による妊孕性の問題に直面することは少ないこ
とが考えられる．その一方で，がん患者の妊孕性に対し
て 7 割以上の対象者は関心があり，9 割以上は妊孕性に
関する知識が必要であると回答している．その理由につ
いて，患者への説明や相談に対応し，患者が病気にうま
く対処していくことを支えるだけではなく，がん治療後
の生活をいかにその人らしく，生きていくかを支えたい
という思いを抱いていることが明らかになった．医療技
術が向上し，がんサバイバーが増加している時代背景か
ら，妊孕性に関する問題を抱えた患者はますます増加す
ることが考えられ，生存を目ざして治療をすることだけ
でなく，治療後の長いサバイバー生活におけるQOL向
上が目標となっている．若年女性がん患者の治療と妊孕
性における意思決定は，その後の長期的なQOLの低下
につながる可能性がある6）．ガイドライン10）では，再発
リスクや死亡率が高い疾患に罹患したがん患者に対する
妊孕性喪失に関する情報提供は倫理的側面から議論の余
地があるとしながらも，がん治療開始前の妊孕性温存に
関する若年がん患者に対する情報提供は，一連のがん治
療の中で一般的に考慮されるべき重要事項の一つとなる
としている．若年がん患者の多くは，妊孕性の問題につ

表５．婚姻状況での妊孕性に対する知識・関心・経験の比較

表６．子供の有無での妊孕性に対する知識・関心・経験の比較

単位：人（％）  　
既婚 未婚 p値
n=69 n=86

妊孕性という言葉を知っている 33（47.8） 32（37.2） 0.183
がん治療による妊娠・出産への影響を知っている 66（95.7） 81（94.2） 0.487
妊孕性温存療法について知っている 33（47.8） 36（41.9） 0.458
ガイドラインについて知っている 6（ 8.7） 6（ 7.0） 0.642
生殖専門医とがん治療医の連携が必要であることを知っている 28（40.6） 27（31.4） 0.195
がん患者の妊孕性に関心がある 56（81.2） 63（73.3） 0.300
妊孕性に関する知識の必要性がある 68（98.6） 82（95.3） 0.392
妊孕性の問題を抱える患者と関わった経験がある 12（17.4） 15（17.4） 0.959

単位：人（％）  　
子供あり 子供なし p値

n=62 n=93
妊孕性という言葉を知っている 29（46.8） 36（38.7） 0.319
がん治療による妊娠・出産への影響を知っている 60（96.8） 87（93.5） 0.310
妊孕性温存療法について知っている 29（46.8） 40（43.0） 0.644
ガイドラインについて知っている 4（ 6.5） 8（ 8.6） 0.426
生殖専門医とがん治療医の連携が必要であることを知っている 23（37.1） 32（34.4） 0.827
がん患者の妊孕性に関心がある 46（74.2） 73（78.5） 0.655
妊孕性に関する知識の必要性がある 61（98.4） 89（95.7） 0.470
妊孕性の問題を抱える患者と関わった経験がある 12（19.4） 15（16.1） 0.496
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いての知識を持っておらず，そのことは意思決定におけ
る葛藤の増加と関連しており，意思決定の質を低下させ
る32）．また，治療後には患者の優先順位はがん治療から
がんサバイバーへと移行し，がん治療後の妊孕性に関す
る意思決定に関して再び葛藤が大きくなる33,34）．以上の
ことから，若年がん患者への妊孕性に関する意思決定支
援はがん診断や治療開始のときだけでなく，治療後の生
活をも見据えた支援となる．継続的な意思決定支援のた
めには，医師だけでなく，看護師もまたがん治療の晩期
障害である妊孕性に問題について情報提供や心理的な支
援をしていく必要がある．看護師は，患者と家族のケア
と教育に重要な役割を果たしており，他の医療者よりも
患者と頻回に交流を持つ可能性が高いため，臨床的な問
題だけでなく，妊孕性温存などのようなQOLの問題につ
いて患者やその家族と話し合う理想的な立場にある21）．
矢ケ崎ら35）は，不確かなライフプランに対し葛藤する
患者の揺れ動く感情に沿い，決断を後押しし，さらには
その決断を保証することで，不確かな道を患者が自信や
覚悟をもって歩むことを支えることが看護師の役割であ
ると述べている．患者自身が納得のいく選択をするとと
もに，自分自身の人生を後悔なく歩んでいくために，看
護師は様々な知識を持って患者を支えていくことが必要
であると考える．
　北島ら27）は，化学療法を受けるがん患者への看護経
験年数が 5 年目以上の看護師を対象とした研究の中で，
看護師は妊孕性の話題を取り上げる難しさや患者と対話
を深めて妊孕性のニーズを引き出す難しさを感じている
と述べており，妊孕性ケアの知識・経験に対する教育支
援の必要性を強調している．看護基礎教育のカリキュラ
ムの中に妊孕性への影響を含めたがん治療の晩期障害に
関する内容を含めることが必要であるとともに36），患者
の妊孕性の問題に積極的に関わるための継続教育も重要
である．Vadaparampil37）やTakeuchi38）らは看護師やコ
メディカルを対象としたがん患者の妊孕性に関する教育
プログラムを開発しているが，妊孕性に関する問題を抱
える患者を支援するための継続的な学習機会が必要であ
ると考える．
　年齢が高く経験年数が長いほど妊孕性に関する知識を
持っている看護師が多かったのは，学会や研修会への参
加や，臨床実践の中で妊孕性ついて触れる機会があった
ことが予測され，知識の差につながっていると考える．
田中ら39）はがん化学療法に関わる看護師を対象とした
研究において，経験が長い看護師は実践の中で知識や技
術を獲得し，その知識や技術をさらに実践の中で活かす
ことができると述べている．妊孕性に関する問題を持つ
患者との関わりが少なくても，がん患者との関わりの中
で治療の影響について考える機会はあり，知識の獲得に
つながっていることが考えられる．
　婚姻状況や子供の有無で，知識や関心，経験の違いは
みられなかった．本研究の対象者は女性看護師であり，

社会の中で子供を産み育てることは女性に期待されてい
る性役割であるため40），婚姻状況や子供の有無にかかわ
らず，女性の妊孕性について関心を持っていることが考
えられる．妊孕性に関する知識については，本研究では
がん患者の妊孕性に焦点をあてた質問であったことから，
婚姻状況や子供の有無では違いがみられなかったと考え
る．
　妊孕性に関する問題を抱えた患者と接する機会は，年
齢や経験年数とは関係なく訪れる．そのため，臨床経験
の少ない看護師への教育が重要であると考える．患者の
年齢，家族構成や家族背景，価値観，さらにはその時々
の患者の人生設計によって，妊孕性に関する希望は変化
するため，看護師は患者の希望を引き出すとともに，家
族の意向や関係性も確認することが大切である．妊孕性
に関する問題は患者やその家族にとって非常にデリケー
トな問題であり，外来で治療を受ける患者の増加や在院
日数の短縮化により，患者と関係性を十分に築く前に妊
孕性について話題に取り上げなければならない．がん看
護に携わる看護師，特に経験年数の少ない看護師に対し
て，妊孕性に関する教育だけではなく，患者や家族との
コミュニケーション技術を身につけることもまた必要で
あると考える．

Ⅵ．研究の限界
　本研究は，Ａ県内の 3 施設の看護師を対象とした調査
であり，対象者数も少なく，対象者の所属部署も病棟や
外来など限定していないため，結果に偏りがあることは
否めない．また，本研究では知識に関する理解度や経験
の程度については調査していないこと，横断研究である
ため，経験については思い出しバイアスを生じる可能性
があることが研究の限界である．一般化するためには調
査地域を拡大し，知識の理解度や経験の内容についても
詳細に検証していく必要がある．

Ⅶ．結論
　がん患者に関わる女性看護師は，がん治療に伴う患者
の妊孕性の問題に対して関心を持ち，妊孕性に関する知
識の必要性を感じているが，妊孕性温存療法やガイドラ
インなどの知識は十分ではなかった．年代や経験年数が
高いほど知識があったが、婚姻状況や子供の有無では知
識や関心の差はみられなかった．がん患者の妊孕性に関
する意思決定を支援するために，看護基礎教育や継続教
育における妊孕性に関する教育の必要性が示唆された．
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Abstract 

Objective: Fertility problems associated with cancer treatment have a significant impact on the quality 

of life of young cancer patients. The purpose of this study was to investigate nurses' knowledge, interest 

and experience about fertility in cancer patients and their association with the background factors of 

nurses.

Methods: A self-administered questionnaire was distributed to female nurses. The nurses’ attributes 

and their knowledge, interest, and experience in fertility were examined by χ2 test and Fisher's exact 

probability test.

Results: One hundred and fifty-five responses were included in the analysis. The term fertility was 

known to 41.9% of the respondents. While 94.8% were aware of the effect of cancer treatment on pregnancy 

and childbirth, 76.8% reported that they were interested in the fertility of cancer patients. Most of the 

subjects reported that they needed to be knowledgeable about fertility, and 17.4% had experience of 

patients with fertility problems. Older nurses were more knowledgeable, but there were no differences in 

knowledge or interest based on marital status or having children.

Conclusions: While the respondents were interested in the fertility of cancer patients, their knowledge 

of fertility preservation therapy and guidelines was insufficient. This suggests that education about 

fertility in basic nursing education and continuing education is necessary for nurses to support patients' 

decision-making regarding fertility.
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